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デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会開催要綱 

 

１．開催趣旨 

地方分権の着実な進展が図られる一方、大規模な災害・感染症の発生やデジタ

ル技術の飛躍的な利用拡大などを通じて新たな社会経済環境が立ち現れる中、地

方自治制度の可能性と限界に関する論点の整理を通じ、デジタル時代に求められ

る地方自治のあり方について幅広く議論を行うことを目的として研究会を開催

する。 

 

２．構成員 

研究会は、別紙のメンバーをもって構成する。 

 

３．座長 

（１） 研究会に、座長を置く。 

（２） 座長は、会務を総理する。 

（３） 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者がそ

の職務を代理する。 

 

４．議事 

（１） 座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（２） 座長は、必要に応じ、必要な者に出席を求め、その意見を聴取すること

ができる。 

（３） 研究会は非公開とするが、研究会終了後に配布資料を公表するととも

に、議事概要を作成し、公表することとする。ただし、配布資料につい

ては、座長が必要と認める時は非公表とすることができる。 

 

５．その他 

（１） 研究会の庶務は、総務省自治行政局行政課において処理する。 

（２） 本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 

 

参考資料１ 
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【別紙】 

デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会 

 構成員名簿 

 

（座長） 

齋藤
さいとう

  誠
まこと

    東京大学大学院法学政治学研究科教授 

（構成員） 

石井
い し い

 夏生利
か お り

   中央大学国際情報学部教授 

太田
お お た

  匡彦
まさひこ

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

大屋
お お や

  雄
たけ

裕
ひろ

   慶應義塾大学法学部教授 

金崎
かなさき

 健太郎
けんたろう

   武庫川女子大学経営学部経営学科教授 

川嶋
かわしま

 三恵子
み え こ

   読売新聞社論説委員 

宍戸
し し ど

  常寿
じょうじ

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

原田
は ら だ

  大樹
ひ ろ き

   京都大学法学系（大学院法学研究科）教授 

牧原
まきはら

  出
いづる

    東京大学先端科学技術研究センター教授 

待鳥
まちどり

  聡史
さ と し

   京都大学大学院法学研究科教授 

 

（※五十音順、敬称略） 
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デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会 開催実績 

 

○令和３年３月２２日 第１回研究会 

 ・事務局説明を踏まえた自由討議 

 

○令和３年４月２３日 第２回研究会 

 ・政策研究大学院大学 竹中教授からの発表 

 ・経済産業省 羽深調整官からの発表 

 

○令和３年６月４日 第３回研究会 

 ・金崎構成員からの発表 

 ・事務局説明を踏まえた自由討議 

 

○令和３年７月８日 第４回研究会 

 ・公益財団法人日本防炎協会 室田常務理事からの発表 

 ・事務局説明を踏まえた自由討議 

 

○令和３年８月３０日 第５回研究会 

 ・厚生労働省 小野参事官からの発表 

・和歌山県福祉保健部 野尻技監からの発表 

・東京都墨田区 西塚保健所長からの発表 

 

○令和３年１０月１日 第６回研究会 

 ・慶應義塾大学 國領教授からの発表 

・大屋構成員からの発表 

 

○令和３年１０月２９日 第７回研究会 

 ・原田構成員からの発表 

 ・事務局説明を踏まえた自由討議 

 

○令和３年１１月２５日 第８回研究会 

 ・これまでの議論の整理（骨子）について 

 

○令和４年１月２７日 第９回研究会 

 ・報告書（案）について 

参考資料２ 
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デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会 報告書

令和４年３月

デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会




